
令和７年度

草加市立病院事業会計

補正予算（第１号）



　



（計）

106,800 人 △ 2,780 人 人

293 人 △ 8 人 人

165,032千円 61,000千円 千円

（計）

13,465,049千円 △ 218,916千円 千円

12,131,126千円 △ 218,916千円 千円

14,434,347千円 381,556千円 千円

13,962,849千円 343,458千円 千円

457,685千円 38,098千円 千円

14,815,903

　第１項

（科              目）

支　　　　　　　出

病 院 事 業 費 用

（既決予定額） （補正予定額）

第１款

第１款

第 ７ ４ 号 議 案

第１条 令和７年度草加市立病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

令和７年度草加市立病院事業会計補正予算（第１号）

医 業 収 益 11,912,210

104,020入 院 延 患 者

　第１項

入 院 患 者 285

（４）主要な建設改良事業 備品購入事業 226,032

（３）一 日 平 均 患 者 数

第２条 令和７年度草加市立病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量

　を次のとおり補正する。

（既決予定量）

（２）　年　間　患　者　数

（補正予定量）

予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。第３条

病 院 事 業 収 益 13,246,133

　３６１，０２３千円」を削り、「１４６，７３５千円」を「１１８，３３７千円」に改め、資本的収入及び支出の

医 業 費 用 14,306,307

第４条

収　　　　　　　入

　第２項 医 業 外 費 用 495,783

　予定額を次のとおり補正する。

予算第４条本文括弧書中「５６２千円」を「６７１千円」に、「、過年度分損益勘定留保資金
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（計）

632,820千円 61,000千円 千円

　第１項 282,100千円 61,000千円 千円

1,141,140千円 61,000千円 千円

　第１項 674,684千円 61,000千円 千円

名　　称 数　量

取得する資産 １式

１式

　提出

埼玉県草加市長

MRI超音波画像
融合システム

起債の目的 限度額(千円)

医療機器
整備事業

手術用マイクロ顕微鏡

瀨 　戸　 百合子

令 和 ７ 年 ９ 月 ４ 日

（科              目） （既決予定額）

1,202,140

735,684

予算第５条に定めた起債の限度額を次のとおり改める。

種　　類

器具及び備品

（補正予定額）

第５条

第７条

収　　　　　　　入

第１款 資 本 的 収 入 693,820

154,300

予算第11条本文中取得する資産に次を追加する。

第６条 予算第10条本文中「３，５３７，４９９千円」を「３，９４１，０４５千円」に改める。

第１款 資 本 的 支 出

支　　　　　　　出

343,100企　業　債

建設改良費
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予算に関する説明書
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(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

1 病院事業収益 13,465,049 △ 218,916 13,246,133

1 医 業 収 益 12,131,126 △ 218,916 11,912,210

1 入 院 収 益 7,582,800 △ 218,916 7,363,884

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

1 病院事業費用 14,434,347 381,556 14,815,903

1 医 業 費 用 13,962,849 343,458 14,306,307

2 材 料 費 3,001,458 343,458 3,344,916

2 医 業 外 費 用 457,685 38,098 495,783

4 雑 損 失 318,864 38,098 356,962

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

1 資 本 的 収 入 632,820 61,000 693,820

1 企 業 債 282,100 61,000 343,100

1 企 業 債 282,100 61,000 343,100

(単位：千円)

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

1 資 本 的 支 出 1,141,140 61,000 1,202,140

1 建 設 改 良 費 674,684 61,000 735,684

2 固定資産購入費 485,814 61,000 546,814

款 項 目

収　　　　 入

収益的収入及び支出

収　　　　 入

款 項 目

支　　　　　出

款 項 目

令和７年度草加市立病院事業会計補正予算(第１号)実施計画

資本的収入及び支出

支　　　　　出

款 項 目
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(単位：千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益 △ 1,575,322

減価償却費 872,083

固定資産除却費 9,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 39,809

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 8,957

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,614

長期前受金戻入額 △ 488,143

支払利息 84,543

固定資産売却損 100

その他特別損失 4,200

未収金の増減額（△は増加） △ 1,713

貯蔵品の増減額（△は増加） 4,000

前払金の増減額（△は増加） 1,851

未払金の増減額（△は減少） 91,130

小計 △ 946,891

利息の支払額 △ 84,854

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,031,745

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 697,966

固定資産の売却による収入 100

国庫補助金等による収入 200

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 350,000

貸付による支出 △ 3,360

貸付金の回収による収入 420

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 350,606

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 1,000,000

一時借入金の返済による支出 △ 50,000

企業債による収入 343,100

企業債の償還による支出 △ 463,096

財務活動によるキャッシュ・フロー 830,004

資金増加額（又は減少額） △ 552,347

資金期首残高 599,544

資金期末残高 47,197

令和７年度草加市立病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
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(単位：円)

1

イ 3,063,854,619

ロ 15,076,330,519

△ 9,249,053,582 5,827,276,937

ハ 229,036,781

△ 215,616,858 13,419,923

ニ 5,885,424,629

△ 4,830,485,045 1,054,939,584

ホ 71,669,060

△ 64,957,107 6,711,953

ヘ 8,395,344

△ 7,262,060 1,133,284

ト 1,999,490,855

△ 1,583,194,828 416,296,027

チ 228,920,000

10,612,552,327

イ 1,059,051

1,059,051

イ 20,160,000

20,160,000

10,633,771,378

2

47,197,390

1,939,214,000

△ 5,000,000 1,934,214,000

土 地

建 物

令和７年度草加市立病院事業予定貸借対照表（当年度分）

(令 和 ８ 年 ３ 月 ３１ 日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

(2) 無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

(3) 投 資

長 期 貸 付 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金
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イ 77,280,843

ロ 98,835,603

ハ 827,841

176,944,287

127,000

2,158,482,677

12,792,254,055

3

3,915,916,239

264,547,282

2,000,000

4,182,463,521

4

950,000,000

496,674,380

314,541,696

1,042,189,900

2,734,739

489,866,000

イ 61,003,780 61,003,780

3,357,010,495

5

15,273,001,782

△ 10,308,934,450

4,964,067,332

12,503,541,348

(2) 企 業 債

(3) 貯 蔵 品

薬 品

材 料

消 耗 品

貯 蔵 品 合 計

(4) そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　    債    　　の　    　部

固 定 負 債

(1) 企 業 債

(2) リ ー ス 債 務

(3) そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(1) 一 時 借 入 金

(3) リ ー ス 債 務

(4) 未 払 金

(5) 未 払 費 用

(6) 引 当 金

(7) そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

(2) 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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6 2,398,948,006

7

イ 3,404,960

ロ 2,000,000

ハ 20,000,000

ニ 6,667,000

ホ 5,000,000

へ 765,029,660

ト 449,822,375

1,251,923,995

イ △ 3,362,159,294

△ 3,362,159,294

△ 2,110,235,299

288,712,707

12,792,254,055

資　　    本    　　の　    　部

資 本 金

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

(2) 欠 損 金

当年度未処理欠損金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

国 庫 補 助 金

県 費 補 助 金

交 付 金

他 会 計 負 担 金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

建 設 他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品   先入先出法による原価法によっている。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法 

定額法による。 

・主な耐用年数 

建物     ７～３９年 

構築物    １０～２０年 

器具及び備品 ２～２０年 

機械及び装置 ８～１０年 

車両     ４～５年 

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法 

定額法による。 

⑶ リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 

３ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

 職員の退職手当は、埼玉県市町村総合事務組合から支給している。公営企業

会計職員に係る退職手当負担金等の取扱いに関する協定に基づき、埼玉県市町

村総合事務組合に係る追加費用を一般会計が負担することとなっているため、

退職給付引当金を計上していない。 

⑵ 賞与引当金 

 職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額 

（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶ 貸倒引当金 

 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

額を計上している。 
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４ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

重要な非資金取引 

 該当事項なし。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 引当金の取崩し 

⑴ 賞与引当金の取崩し 

当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として、賞与引当金 

371,000,000 円を取り崩すこととする。 

⑵ 法定福利費引当金の取崩し 

当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費とし 

て、法定福利費引当金 70,100,000 円を取り崩すこととする。 

⑶ 貸倒引当金の取崩し 

当年度において、不納欠損処理として、貸倒引当金 2,386,160 円を取り崩す 

こととする。 

２ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額

は、2,706,553,795 円である。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

 単一の事業を運営しているため、記載を省略する。 

 

Ⅴ．減損損失 

 該当事項なし。 

 

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

 該当事項なし。 

 

Ⅶ．重要な後発事象 

  該当事項なし。 

 

Ⅷ．その他 

  該当事項なし。 
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（単位：円）

1

6,925,469,124

3,668,368,071

641,391,151 11,235,228,346

2

6,711,766,297

2,856,568,358

2,496,050,552

890,186,188

33,970,072

28,516,948 13,017,058,415

△ 1,781,830,069

3

255,684,000

497,209,000

12,296,800

6,320,749

458,138,392

70,508,698 1,300,157,639(6) その他医業外収益

(3) 補 助 金

(4) 患 者 外 給 食 収 益

(5) 長 期 前 受 金 戻 入

医　　業　　損　　失

医 業 外 収 益

(1) 他 会 計 補 助 金

(2) 他 会 計 負 担 金

(4) 減 価 償 却 費

(5) 資 産 減 耗 費

(6) 研 究 研 修 費

経 費

(2) 外 来 収 益

(2) 材 料 費

(3)

令和６年度草加市立病院事業予定損益計算書（前年度分）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

(3) そ の 他 医 業 収 益

医 業 費 用

(1) 給 与 費

医 業 収 益

(1) 入 院 収 益
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4

92,573,202

2,772,000

32,206,170

564,723,084 692,274,456 607,883,183

△ 1,173,946,886

5

7,861,623 7,861,623

6

2,714,140 2,714,140 5,147,483

△ 1,168,799,403

△ 618,037,891

△ 1,786,837,294当 年 度 未 処 理 欠 損 金

経　　常　　損　　失

特 別 利 益

(1) 過年度損益修正益

特 別 損 失

(1) 過年度損益修正損

(3) 院 内 保 育 施 設 費

(4) 雑 損 失

当　年　度　純　損　失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

医 業 外 費 用

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 職 員 宿 舎 費
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(単位：円)

1

イ 3,063,854,619

ロ 14,904,630,519

△ 8,942,225,582 5,962,404,937

ハ 229,036,781

△ 213,621,858 15,414,923

ニ 5,689,140,629

△ 4,607,875,045 1,081,265,584

ホ 71,669,060

△ 62,945,107 8,723,953

ヘ 8,395,344

△ 6,702,060 1,693,284

ト 1,999,490,855

△ 1,245,116,828 754,374,027

チ 228,920,000

11,116,651,327

イ 1,059,051

1,059,051

イ 21,420,000

21,420,000

11,139,130,378

2

599,544,099

1,937,501,430

△ 2,386,160 1,935,115,270

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計

(3) 投 資

長 期 貸 付 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 具 及 び 備 品

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

令和６年度　草加市立病院事業予定貸借対照表（前年度分）

　(令 和 ７ 年 ３ 月 ３１ 日）
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イ 77,280,843

ロ 102,835,603

ハ 827,841

180,944,287

1,851,000

127,000

2,717,581,656

13,856,712,034

3

4,069,490,977

579,778,046

2,000,000

4,651,269,023

4

463,095,642

320,092,932

951,059,693

3,045,925

441,100,000

イ 61,003,780 61,003,780

2,239,397,972

5

14,922,801,782

△ 9,820,791,450

5,102,010,332

11,992,677,327負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

(2) 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

(5) 引 当 金

(6) そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

流 動 負 債 合 計

(2) リ ー ス 債 務

(3) 未 払 金

(4) 未 払 費 用

(3) そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(1) 企 業 債

負　　    債    　　の　    　部

固 定 負 債

(1) 企 業 債

(2) リ ー ス 債 務

(4) 前 払 金

(5) そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(3) 貯 蔵 品

薬 品

材 料

消 耗 品

貯 蔵 品 合 計
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6 2,398,948,006

7

イ 3,404,960

ロ 2,000,000

ハ 20,000,000

ニ 6,667,000

ホ 5,000,000

へ 765,029,660

ト 449,822,375

1,251,923,995

イ △ 1,786,837,294

△ 1,786,837,294

△ 534,913,299

1,864,034,707

13,856,712,034

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

建 設 他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 欠 損 金

当年度未処理欠損金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

国 庫 補 助 金

県 費 補 助 金

交 付 金

他 会 計 負 担 金

資　　    本    　　の　    　部

資 本 金

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品   先入先出法による原価法によっている。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法 

定額法による。 

・主な耐用年数 

建物     ７～３９年 

構築物    １０～２０年 

器具及び備品 ２～２０年 

機械及び装置 ８～１０年 

車両     ４～５年 

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法 

定額法による。 

⑶ リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 

３ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

 職員の退職手当は、埼玉県市町村総合事務組合から支給している。公営企業

会計職員に係る退職手当負担金等の取扱いに関する協定に基づき、埼玉県市町

村総合事務組合に係る追加費用を一般会計が負担することとなっているため、

退職給付引当金を計上していない。 

⑵ 賞与引当金 

 職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額 

（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶ 貸倒引当金 

 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

額を計上している。 
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４ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

重要な非資金取引 

該当事項なし。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 引当金の取崩し 

⑴ 賞与引当金の取崩し 

 当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として、賞与引当金 

345,500,000 円を取り崩すこととする。 

⑵ 法定福利費引当金の取崩し 

当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費とし 

て、法定福利費引当金 64,500,000 円を取り崩すこととする。 

⑶ 貸倒引当金の取崩し 

当年度において、不納欠損処理として、貸倒引当金 413,840 円を取り崩すこ 

ととする。 

２ 企業債の償還に係る他会計の負担 

 貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額 

は、2,833,956,316 円である。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

 単一の事業を運営しているため、記載を省略する。 

 

Ⅴ．減損損失 

 該当事項なし。 

 

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

 該当事項なし。 

 

Ⅶ．重要な後発事象 

  該当事項なし。 

 

Ⅷ．その他 

  該当事項なし。 
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（資　　料）

令和７年度

草加市立病院事業会計補正予算

（第１号）実施計画説明書
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節

1 医 業 収 益

1 入 院 収 益

入 院 収 益

節

1 医 業 費 用

2 材 料 費

薬 品 費

診 療 材 料 費

2 医 業 外 費 用

4 雑 損 失

そ の 他
雑 損 失

節

1 企 業 債

1 企 業 債

企 業 債

457,685 38,098 495,783

備　　　考

説            明

(単位：千円)

備　　　考

61,000

説            明

(単位：千円)

160,180

金　　額

支　　　　　出

項 目

(単位：千円)

説            明

備　　　考

延患者数
　　104,020人

既決予定額 補正予定額 計

183,278

13,962,849 343,458 14,306,307

3,001,458 343,458 3,344,916

金　　額

資本的収入及び支出

計

282,100

61,000

61,000

343,100

12,131,126 △ 218,916 11,912,210

7,363,884

令和７年度草加市立病院事業会計

補正予算（第１号）実施計画説明書

項 目

収　　　　　入

収益的収入及び支出

既決予定額 補正予定額 計

282,100

7,582,800

△ 218,916

343,100

△ 218,916

目

収　　　　　入

項
金　　額

既決予定額 補正予定額

318,864 38,098 356,962

38,098
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節

1 建 設 改 良 費

2 固定資産購入費

備 品 購 入 費 61,000

485,814 61,000 546,814

674,684 61,000 735,684

支　　　　　出

(単位：千円)

項 目 既決予定額 補正予定額 計
説            明

金　　額 備　　　考
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